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男女共同参画計画についての意見一覧

ページ 行 意見内容 事務局案 委員会案

３

（2）国内や県内の動向
計画素案では、時系列で法的整備の説明は丁寧に行われている

が、これまで国内や県内で育児、男女雇用問題、介護休業等を

テーマにした民間での活動は行われてきたはず、これらに民間

の活動も加わり推進が図られてきたと思う。

法的整備だけに固執した説明だけになっているように感じら

れ、正確には説明されていない。

意見のとおり、時系列で法整備に特化した説明であるが、他市

町村の計画でも同様の記載がほとんどであり、また、育児や雇

用、介護といった各分野の説明を取り入れると、膨大な内容と

なることからも、細か文言修正はあるが現行のままとしたい。

４

（3）本市の取組
国レベルでの動向が背景にあり、法の整備が整ってきた中、本

市でも、女性で組織されている団体などからも、男女平等社会

への推進運動などが高まってきた経緯があるのではないか。

計画素案から読み取れるものは、法的整備が行われたことに

よって、男女共同参画運動が本市に大きな影響を与えたかのよ

うにとられる。（過去になるが、「住みよい女性の会」活動は評

価に値するのではないか。）

６～７

参画計画全ページにわたり、語尾が敬体となっているが、６～

７ページの語尾のみ１２ヶ所常体になっている。敬体にそろえ

たほうがよい。

意見のとおり修正する。

９ １７

⑦ワーク・ライフ・バランス（仕事生活の調和）について

→仕事○と生活

意見のとおり修正する。

１５ １３行目

8 ページの⑨の認知度をみると男女ともに高い数値と思うため

①～重要であることが男性に浸透されていない→男女ともに

②特に男性への啓発を促進する→男女ともに意識できるよう、

特に男性～

（案）男女共同参画は性別を問わず社会全般にとっても重要で

あることが男性に浸透されていないことから、男女ともに意識

できるよう、特に男性への啓発を推進する必要があります。

１７
図２の、村上市全体のグラフ内、３５．４％の所のドットが他

とちがう。

意見のとおり修正する。

１８

図３の凡例の「夫」は「夫がしたほうがよい」、「妻」は「妻が

したほうがよい」にすると分かりやすい。

図４の凡例も「夫がしている」「妻がしている」にすると分かり

やすい。同じグラフの凡例「どちらでもよい」は、「その他」が

正しい。

意見のとおり修正する。
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ページ 行 意見内容 事務局案 委員会案

１８

～２０

１８ページの具体的施策と２０ページの具体的施策の内容がダ

ブっている。１８ページは、啓発や情報発信の具体策、２０ペ

ージは、家庭教育、学校教育、社会教育（生涯学習）等の場で

の教育・学習の充実のための具体策がくるのではないか。

それに関連して、２０ページの目標指標も「教育・学習の充実」

の変化がわかる指標にしたらどうか。

別紙修正のとおり提案。

２１ １行目

施策の方向性１－（３）配偶者などからの暴力の根絶

上記にについて、セクハラの問題も深刻なことから、「男女の人

権侵害や暴力の根絶」としたほうがいいのではないか。また、

２１ページ全体の説明や２２～２３ページのグラフが混在して

いて分かりににくい。

・施策の方向性１－（３）「配偶者などからの暴力の根絶」を

「配偶者などからの暴力とセクシャル・ハラスメント等の根絶」

としたい。

・２１ページは別紙修正のとおり提案。グラフは前段にＤＶに

ついて、後段でセクハラについてまとめて掲載

２４

２４ページの目標指標にセクハラの内容があったほうがよい

２４ページの具体的施策もＤＶに偏っている感じがある。

目標指標・具体的施策は別紙修正のとおり提案。

３４

目標指標の「女性の認定農業者数」は、２２人から１５人に減

っているのに、３０人の目標値でいいのか

目標指標を含む計画の内容については、今後担当課の意見を聞

く段階で確認することとしたい。

４０

「３ 計画の進行管理と評価」の『進行』は『進捗』としては。 ６ページで「第１次計画」の進捗状況としていることと、「第２

次村上市総合計画」でも進捗管理としていることからも

『進捗』としたい。



図３ 役割分担の理想について

図４ 役割分担の現実について

【目標指標】

0.4
31.3 39.6 25.2 3.6

全 体

（n=838）

【炊事・掃除・洗濯】

1.0
15.6 61.9 17.7 3.8

全 体

（n=838）

【子育て（教育、しつけ、ＰＴＡなどの学校行事）】

凡例

夫がしたほうがよい 妻がしたほうがよい 夫婦同程度 どちらでもよい 無回答

1.0
64.5 23.7 4.9 5.9

全 体

（n=591）

【炊事・掃除・洗濯】

1.2
35.5 34.7 20.0 8.6

全 体

（n=591）

【子育て（教育、しつけ、ＰＴＡなどの学校行事）】

凡例

夫がしている 妻がしている 夫婦同程度 その他 無回答

具 体 的 施 策

（１）男女共同参画に関する意識啓発や理解の促進

①固定的な性別役割分担意識や慣習の解消に向けた情報提供と啓発を一層進めていきます。

②性別にとらわれることなく個々の能力や個性を伸ばすことのできるよう、男女共同参画に関す

る啓発活動を推進します。

③市が実施する相談事業の中で男女共同参画の啓発を行います。

④市が発行する刊行物などにおいて男女共同参画の視点に立った表現を推進します。

内 容 現状値 目標値

市民意識調査において

「家庭生活の中での男女の地位が平等であ

る」と思う人の割合

３９．１％

（平成29年度調査）

５０．０％

（次回市民意識調査）

市民意識調査において

「慣習・しきたりでの男女の地位が平等で

ある」と思う人の割合

１８．６％

（平成29年度調査）

３０．０％

（次回市民意識調査）

資料４－１



【目標指標】

具 体 的 施 策

（１）男女共同参画の視点に立った教育の充実

①学校などにおいて、性別にとらわれることなく個人の能力や個性を伸ばすことのできるよ

う、男女共同参画に関する教育を推進します。

②男女が生涯を通じて多様な生き方を選択できるよう、男女共同参画の視点に立った生涯学

習を推進します。

③学習機会の充実を図るとともに、託児サービスの提供を行うなど、誰もが学習に参加しや

すい環境づくりを推進します。

④男女共同参画に関する理解と認識を深めるため、教育関係者や指導に関わる人へのの研修

等機会の充実に努めます。

⑤子どもの成育に応じた系統的な教育を推進します。

⑥ジェンダーや性の多様化などの理解を深めるための教育を行います。

内 容 現状値 目標値

市民意識調査において

「村上市男女共同参画計画を知って

いる」人の割合

３０．６％

（平成29年度調査）

４０．０％

（次回市民意識調査）

市民意識調査において

「学校教育の場での男女の地位が平

等である」と思う人の割合

６６．９％

（平成29年度調査）

７５．０％

（次回市民意識調査）

教育関係者や指導者に向けた「男女共

同参画に関する講座」の開催

－

（平成29年度）

年２回開催

（平成31年度）

市民向けの「性の多様化に関するセミ

ナー」開催

－

（平成29年度）

年１回

（平成31年度）

資料４－２



施策の方向性１－（３）配偶者などからの暴力とセクシャル・ハラスメント等の根絶

【現状と課題】

◆いかなる暴力も許されるものではありませんが、配偶者等からの暴力は、近代まで社会的

問題として扱われず、被害者が我慢するという状況に置かれていました。身体的な暴行だけ

でなく、心理的や経済的、性的暴力などの被害もありますが、その多くの被害者は女性です。

◆平成13 年（2001年）に「配偶者暴力防止法」が制定され、ドメスティック ･ バイオレ

ンス（ＤＶ）という言葉が一般的に認知されるようになりましたが、重大な暴力だとは思わ

ない人もまだいるようです。女性に対する暴力の根幹には、女性の人権に対する蔑視がある

ことから、男女の人権の尊重のための意識啓発や教育の充実が求められます。市民意識調査

では、本市でも配偶者等から暴力を受けた経験のある人が、身近な人を含めると１割以上お

り、それを誰にも相談しなかった人が多くいることがわかりました。相談しなかった理由で

は、「相談しても無駄だと思ったから」と回答した人が多く、加えて、被害者の相談機関や

窓口の利用度は決して高いものではなく、相談機関や窓口の認知度が低い状況もうかがえま

す。

◆被害者が一人で悩むことのないよう、相談機関や窓口の周知や情報提供を行うとともに、

関係機関が連携して相談から自立までの支援を行うなど、安心して相談できる体制づくりを

進める必要があります。

◆また、セクシャル・ハラスメント（セクハラ）は、男女がお互いの人権を尊重し合う、男

女共同参画社会の形成を大きく阻害するものです。男女雇用機会均等法では、セクシャル・

ハラスメントのほか、婚姻や妊娠、出産などを理由として解雇することや不利益な取扱をす

ることを禁じています。また、妊娠や出産等に関するハラスメントを禁じ、事業主に防止措

置を講じる義務が、平成28年（2016年）の「改正男女雇用機会均等法」で新たに課せられ

ました。セクシャル・ハラスメントに代表される各種ハラスメントは、パワー・ハラスメン

ト（パワハラ）が複合して行われる場合もあり、女性だけでなく、男性も被害者となり得ま

すので、配慮が必要です。このように、困難な状況に置かれがちな人たちの人権を尊重し、

どのような配慮が必要かを検討し、支援していく必要があります。

資料４－３



【目標指標】

具 体 的 施 策

（１）暴力の予防と意識啓発 【重点施策】

①暴力を防止するための啓発や情報提供、学習機会の提供を行います。

②被害者及び加害者に気付きを促すため、ＤＶに関する正しい知識の普及・啓発を行います。

（２）被害者支援に関する施策の推進

①相談体制の拡充を図るとともに、相談機関や窓口を広く市民へ周知します。

②市の関係部署及び関係機関などとの連携を一層強化し、相談から自立までの切れ目のない支援

を行います。

③二次的被害防止などのため、市職員の内部研修の実施及び外部研修への派遣を行います。

（３）各種ハラスメント防止の啓発

①市民や事業者に対してハラスメント防止についての理解を促進するとともに、相談先や対応策

に関する情報提供を行います。

②行政の相談窓口等において、各種ハラスメントに関する相談を受け、必要に応じて関係機関と

連携します。

内 容 現状値 目標値

市民意識調査において

「ＤＶ被害を相談した」人の割合

２６．３％

（平成29年度調査）

５０．０％

（次回市民意識調査）

市民意識調査において

「相談機関・窓口へ相談した」人の割合

３０．０％

（平成29年度調査）

５０．０％

（次回市民意識調査）

市民意識調査において

「セクシュアル・ハラスメント被害を相談し

なかった」人の割合

３５．１％

（平成29年度調査）

２０．０％

（次回市民意識調査）

資料４－４


